
令和８年１月１５日 公告 

工 事 発 注 表 

 

１．工事番号    令和７年度 起工第２２９号 

２．工事名     小郡市新体育館アリーナ棟建設工事 

３．工事箇所    小郡市大板井２７９番地１ 

４．工種      建築一式 

５．工事概要    建築工事、電気設備工事、機械設備工事、昇降機設備工事、外構工事 

          ・構 造 ：鉄筋コンクリート造・一部鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造、

地上２階建て  

          ・敷地面積：１２７１７．９６㎡ 

          ・建築面積：３３５８．８２㎡ 

          ・延床面積：４０６３．９０㎡ 

６．工期      契約締結の翌日から令和９年７月３０日まで 

７．予定価格    ３，１３６，０００，０００円（税（相当額）抜き） 

８．最低制限価格  ２，８８５，１２０，０００円（税（相当額）抜き） 

９．入札参加形態  特定建設工事共同企業体（以下「ＪＶ」という。）とする。 

１０．入札参加条件 

・地方自治法施行令第 167 条の 4 に該当する者でないこと。 

・小郡市建設工事に係る建設業者の指名停止等措置要綱に基づく指名停止期間

中でないこと。 

・会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始

の申立てがなされている者でないこと（更生手続開始の決定後又は再生手続

開始の決定後、手続開始決定日以降の日を審査基準日とする経営事項審査を

受けている場合を除く。)。 

・共同企業体の構成は、２者又は３者によるものとし、自主結成とする。 

・共同企業体の構成員の組合せは、代表者の資格を満たす者と構成員の資格を 

満たす者とする。 

・共同企業体の代表者及び構成員は、当該工事に係る入札において、同時に２ 

以上の共同企業体の構成員になることはできない。 

        ・当該工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本・人事面において

関連がある建設業者でないこと。 

(ｱ) 設計業務等の受託者とは、次に掲げる者である。 

                 株式会社佐藤総合計画九州オフィス 

(ｲ) 当該受託者と資本・人事面において関連がある建設業者とは、次のいず 

れかに該当する者である。 

                          ａ  当該受託者又は建設業者が法人税法上の同族会社であって、一方が

他の一方の同族会社の判定基準となる場合における当該建設業者 

                          ｂ 当該受託者及び建設業者がいずれも法人税法上の同族会社であって、

両者の同族会社の判定基準となる者が重複する場合における当該

建設業者 

                      ｃ 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員



を兼ねている場合における当該建設業者 

・共同企業体構成員の最小限出資比率は、２者の場合は３０パーセント以上、

３者の場合は２０パーセント以上とすること。 

１１．ＪＶ各構成員要件 

        （１）２者ＪＶの場合 

 ＪＶの代表構成員に対する条件は以下のとおりとする。 

・福岡県内に本店もしくは支店等を有する者として、小郡市の競争入札参加資

格者名簿に新規登録後６か月を経過している者 

          ・令和７年度小郡市競争入札参加資格審査申請において建築一式工事を登録し

ている者 

・令和７年度小郡市競争入札参加資格審査申請書提出時（令和７年６月２日か

ら同年６月３０日の期間内有効）の経営規模等評価の結果について、建築一

式工事の総合評定値が１５００点以上である者 

・建設業法（昭和２４年法律第１００号）により、建築一式工事に係る特定建

設業の許可を受けている者 

・構成員中、最大の施工能力を有し、かつ出資割合が最大であること 

・平成２２年度以降に、RC 造（SRC 造含む）で延床面積が４０００㎡以上の新

築工事を元請で施工完了した実績があること。共同企業体の構成員としての

実績は、出資比率が２０パーセント以上の場合に限る。 

・建築一式工事に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する

者を専任の監理技術者として当該工事に配置できる者であること。 

               また、配置予定の技術者が、現在施工中の他の工事に従事している場合は、

開札日時点において当該工事が完成している場合に限り認めるものとする。 

注「専任の監理技術者」とは、所属建設業者と入札申込日以前に 3 ヶ月以

上直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で、当該工事現場に常駐できる者

であり、かつ、 建設業法第 7 条第 2 号又は第 15 条第 2 号の規定による営

業所における専任の技術者（以下「営業所における専任の技術者」という。）

でない者のことである。 

ＪＶの他の構成員に対する条件は以下のとおりとする。 

・小郡市内に本店を有する者として、小郡市の競争入札参加資格者名簿に新規

登録後６か月を経過している者 

・令和７年度小郡市競争入札参加資格審査申請において建築一式工事を登録し

ている者 

・令和７年度小郡市競争入札参加資格審査申請書提出時（令和７年６月２日か

ら同年６月３０日の期間内有効）の経営規模等評価の結果について、建築一

式工事の総合評定値が７００点以上である者 

・建設業法（昭和２４年法律第１００号）により、建築一式工事に係る建設業

の許可を受けている者 

・建築一式工事に係る国家資格を有する主任技術者を専任として当該工事に配

置できる者であること 

               また、配置予定の技術者が、現在施工中の他の工事に従事している場合は、

開札日時点において当該工事が完成している場合に限り認めるものとする。 

注「専任の主任技術者」とは、所属建設業者と入札申込日以前に 3 ヶ月以

上直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で、当該工事現場に常駐できる者



であり、かつ、 営業所における専任の技術者でない者のことである。 

 

        （２）３者ＪＶの場合 

 ＪＶの代表構成員に対する条件は以下のとおりとする。 

・福岡県内に本店もしくは支店等を有する者として、小郡市の競争入札参加資

格者名簿に新規登録後６か月を経過している者 

          ・令和７年度小郡市競争入札参加資格審査申請において建築一式工事を登録し

ている者 

・令和７年度小郡市競争入札参加資格審査申請書提出時（令和７年６月２日か

ら同年６月３０日の期間内有効）の経営規模等評価の結果について、建築一

式工事の総合評定値が１５００点以上である者 

・建設業法（昭和２４年法律第１００号）により、建築一式工事に係る特定建

設業の許可を受けている者 

・構成員中、最大の施工能力を有し、かつ出資割合が最大であること 

・平成２２年度以降に、RC 造（SRC 造含む）で延床面積が４０００㎡以上の新

築工事を元請で施工完了した実績があること。共同企業体の構成員としての

実績は、出資比率が２０パーセント以上の場合に限る。 

・建築一式工事に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する

者を専任の監理技術者として当該工事に配置できる者であること。 

               また、配置予定の技術者が、現在施工中の他の工事に従事している場合は、

開札日時点において当該工事が完成している場合に限り認めるものとする。 

注「専任の監理技術者」とは、所属建設業者と入札申込日以前に 3 ヶ月以

上直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で、当該工事現場に常駐できる者

であり、かつ、 建設業法第 7 条第 2 号又は第 15 条第 2 号の規定による営

業所における専任の技術者（以下「営業所における専任の技術者」という。）

でない者のことである。 

ＪＶの他の構成員１に対する条件は以下のとおりとする。 

・福岡県内に本店もしくは支店等を有する者として、小郡市の競争入札参加資

格者名簿に新規登録後６か月を経過している者 

          ・令和７年度小郡市競争入札参加資格審査申請において建築一式工事を登録し

ている者 

・令和７年度小郡市競争入札参加資格審査申請書提出時（令和７年６月２日か

ら同年６月３０日の期間内有効）の経営規模等評価の結果について、建築一

式工事の総合評定値が８２０点以上である者 

・建設業法（昭和２４年法律第１００号）により、建築一式工事に係る特定建

設業の許可を受けている者 

・建築一式工事に係る国家資格を有する主任技術者を専任として当該工事に配

置できる者であること 

               また、配置予定の技術者が、現在施工中の他の工事に従事している場合は、

開札日時点において当該工事が完成している場合に限り認めるものとする。 

注「専任の主任技術者」とは、所属建設業者と入札申込日以前に 3 ヶ月以

上直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で、当該工事現場に常駐できる者

であり、かつ、 営業所における専任の技術者でない者のことである。 

ＪＶの他の構成員２に対する条件は以下のとおりとする。 



・小郡市内に本店を有する者として、小郡市の競争入札参加資格者名簿に新規

登録後６か月を経過している者 

          ・令和７年度小郡市競争入札参加資格審査申請において建築一式工事を登録し

ている者 

・建築一式工事に係る国家資格を有する主任技術者を専任として当該工事に配

置できる者であること 

               また、配置予定の技術者が、現在施工中の他の工事に従事している場合は、

開札日時点において当該工事が完成している場合に限り認めるものとする。 

注「専任の主任技術者」とは、所属建設業者と入札申込日以前に 3 ヶ月以

上直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で、当該工事現場に常駐できる者

であり、かつ、 営業所における専任の技術者でない者のことである。 

 

１２．入札参加資格確認申請について 

          （１）提出方法 

本入札に参加を希望する者は、下記書類に必要書類を添付のうえ持参す

ること。 

          （２）提出期限：令和８年２月１２日（木） １７時００分 まで 

          （３）受付場所：小郡市経営政策部財政課 

（４）提出物 

・条件付一般競争入札参加資格確認申請書 

・特定建設工事共同企業体（ＪＶ）結成届 

・特定建設工事共同企業体協定書 

・使用印鑑届 

・委任状 

・同種工事の施工実績調書 

・配置予定技術者の資格・工事経歴調書 

 

１３．入札参加資格確認通知書について 

            入札参加資格の有無は、令和８年２月１９日（木）までに入札参加資格確

認通知書によりＦＡＸで通知する。 

１４．仕様書について 

           （１） 配布方法  

設計図書等は、令和８年１月１９日（月）以降、入札に参加しようとする 

事業者に記録媒体（ＣＤ－ＲＯＭ等）を配付する。事前に受取日を電話連 

絡すること。 なお、記録媒体（ＣＤ－ＲＯＭ等）の返却は原則として入札後 

とするが、配付後、入札参加ができなくなった場合は、ただちに返却するこ 

と。  

（２） 配布場所  

小郡市小郡２５５番地１  

小郡市経営政策部財政課  

TEL  ０９４２－７３－９１０８ 

 

１５．質問受付     受付期間：令和８年１月１９日（月）から令和８年２月１２日（木） 

            受 付 先：新公共マネジメント推進課までメールにて受付けます。 



               E-mail pu_mng@city.ogori.lg.jp 

１６．入札       日  時：令和８年２月２７日（金） 午前１１時００分 

            場  所：小郡市役所南別館３階大会議室 

１７．工事費内訳書   入札時提出すること 

１８．入札保証金    免除 

１９．契約保証金    必要（契約締結時に請負金額の１０％以上を付すること） 

２０．支払条件     前 払 金：有（契約金額の４０％以内） 

            中間前払金：有（契約金額の２０％以内） 

            部 分 払：無 

２１．その他         （１）入札参加者は、別紙の入札心得・小郡市入札参加要領を遵守すること。 

           （２）本工事は、建設業界の働き方改革を推進する観点から、「週休２日促進

工事」の対象工事とし、週休２日を前提とした工期を設定している。詳

細は現場説明書・特記仕様書を参照すること。 

 


